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2019年度基本要求提出交渉
客観的な労働時間管理のため、タイムカード・ICカードの導入、PCログ活用を
大幅人員増、メンタルヘルス対策強化、臨任・非常勤職員の処遇改善、ノーマライゼーションの推進
自治労県職労は10月24日、労務担当局長に対して、2019年度基本要求提出交渉を行いました。
12月に回答交渉、1月には支部代交渉と最終交渉を予定しています。
参加者の主な発言内容（要旨）
１ 会計年度任用職員制度等
○同一労働同一賃金、均等待遇の原則が社会的な流れである。神奈川県は他団体と比べて水準が高いが、常勤職員との均衡が必要である。
○臨時的任用職員、非常勤職員、日々雇用職員を対象に集会を開き、現場の率直な意見を聞いてきたが、制度改正に対する不安がある。早急に県労連、任命権者で交渉・協議を進めるべき。
○特別休暇について、無給であったり、付与日数等、現在は常勤職員と異なる運用がある。問題意識を持って検討、改善を。
○現状では、次年度の更新がぎりぎりまでわからず、更新されなかった時に次の職場を探そうにも、期間が短すぎる。雇用不安の解消に向け見直しを。
○長年の経験で、常勤職員に仕事を教えるような立場であっても賃金が上がらない。上限の撤廃を。
○非常勤職員の時間外勤務は、手当で対応できているのか。例えば、２時間の時間外勤務をほかの日の勤務時間で調整するのは労基法上問題がある。割り増し分の不払いでもある。
２ 働き方改革
○時間外手当が、15分単位や30分単位でないと入力できないという話がある。労働基準法では、1分単位となっており、改善すべきである。
○事前命令と事後申告で時間外手当を支給する例は、民間でも公務でもあるが、事後申告の場合に、本当にその時間で終わっているか、管理監督者が客観的手法で把握する必要がある。
○働き方改革関連法でも、客観的な労働時間把握が求められている。ＰＣのログ管理、タイムカードやＩＣカードにより、より正確に把握すること。
○働き方改革の目的は「仕事の質を高めること」というが、それは結果である。本来の目的は過労死に至るような過重労働の撲滅のはずだ。
３ 障害者雇用問題
〇身体、精神の重複障害を持ちつつも県に入った職員がいる。所属などに合理的配慮を求めてきてもうまくいかなかった事例もあり、「ともに生きる神奈川憲章」が、どこに行ったのか疑問。
○県が障害者雇用に取り組んできた本質が薄れているのではないか。神奈川県は労働組合や障害者団体と議論を積み重ねて、先進的な障害者雇用を進め、３％の雇用率を達成してきた。その理念が薄れているのではないか。
２０１８県労連賃金確定闘争

県人事委員会報告・勧告を受け、県労連は10月23日、2018年度賃金確定等要求書を副知事に提出し、賃金確定闘争がスタートしました。
【議長のあいさつ】
○人事委員会勧告については、実施について早期に明言を。
○働き方改革について、現場の実感を伴っていない。
○総労働時間の縮減とワーク・ライフ・バランスの実現に向けた抜本的な改革を。
○会計年度任用職員制度は、国の制度を受けて県で制度を検討することになる。非正規職員がより意欲を持って働けるような制度導入を。
○障害者雇用率について、国の水増しに引き続き、県でも水増しが発覚した。障害者が働きやすい環境を整備など、働いてみたいと思えるような政策を。
【県労連幹事団の発言要旨】
○人事委員会勧告の実施について、交渉最終場面まで言及しないのはイレギュラーで、神奈川県だけである。勧告は、憲法で保障された労働基本権の代償措置であり、実施以外当局に選択肢はない。
○労働時間は、タイムカードやＩＣカードなどにより客観的な方法で管理しないと、時短はできない。今季での導入を決断すべきだ。
○会計年度任用職員制度の法改正を受け、公務における処遇改善と安定雇用が求められているが、さらに安心できるものに検討を。
○障害者雇用については、1980年から先進的に確立してきた。当時は、組合、障害者団体が話し合って施策を作ってきた。水増しがあって裏切られた気持ちであり、原因を徹底的に究明して、県民の信頼回復とともに、県民団体とも真摯に話し合い、働きたいと思うようなものにしていくべき。
○給与制度の総合的見直しに係る経過措置が終わると、地域手当が12％となる。給与が下る職員がいる場合には、モチベーションの低下を招く。有効な手立てを話し合っていきたい。
○一人一人が能力を十分発揮できる環境をつくることが、確定交渉の大きな役割。
○職員のうち、３０歳代前半から４０歳代の職員が少なく、経験を引き継いでいく人材が少ない。高齢層の職員が意欲を持って後につないでいく環境をお互いに議論していきたい。
【自治労県職労基本要求内容（重点項目）】

Ⅱ　健康で働き続けられる労働条件の確立について

１　過重労働の撲滅について

（２）年間360時間、1か月45時間を超える時間外勤務は、労働基準法違反であることを管理監督者に徹底すること。

（５）グループウエアの活用やタイムカード・ＩＣカードを導入し、適切な労働時間管理を行うこと。

（８）過重労働対策として、産業医を活用すること。

３　人員について

（１）常態的な超勤職場には、適正な人員配置を行うこと。

（５）職業訓練指導員について、最低限現在の欠員分を正規職員で配置するために、2018年度以降も採用を拡大すること。

（６）児童相談所の福祉職員の過重労働を解消し、子どもの命と権利を守ることができるよう、抜本的な人員体制の確立を求める。また、生活保護受給世帯数の増加に伴う体制強化として、生活保護の経理担当職員の増員を行うこと。

Ⅲ　労働安全衛生の確立について

２　メンタルヘルス不全対策について

（１）職員健康管理センターの産業医を専任化し、産業医を責任者とするチームを設け、組合との協議を含めて、発症予防、早期発見、早期ケア、早期復職サポートの枠組みによる総合的なメンタルヘルス不全対策を確立すること。また、メンタルヘルス対策への産業医の積極的な関与について、組合との協議の中で、具体化すること。

（６）早期発見・早期ケア対策として、採用後半年経過の職員を対象に保健師等による面談を実施するとともに、若年者対策を引き続き検討すること。

３　健康で安全に働き続けられる職場環境の整備について

（１）現職死亡やメンタルヘルス不全、公務災害が発生した所属については、職場の問題点の洗い出しを行い、早急に対策を講じること。

（11）ＬＧＢＴなど性的マイノリティに対応するため、「だれでもトイレ」を設置すること。

（12）ＬＧＢＴの職員にとって働きやすい職場環境を構築するために、引き続き意識啓発を進めること。

（13）職場単位のストレスチェックの結果を職員に周知し、職場の安全衛生管理に活用すること。

４　災害時の備えについて

東日本大震災等の経験から、大規模災害発生時にも、安全及び健康を確保しながら円滑な業務遂行を図る必要があり、「災害発生に関する労働条件についての労使協定」の締結に向けて、早急に協議に入ること。

Ⅳ　仕事を進める条件の整備について

２　人事制度について

（１）「人事評価の勤務実績への反映」の実施状況検証については、組合との十分な協議を行い、必要な見直しを行うこと。

（３）業務を円滑に遂行し、県民サービスの水準を向上させるため、業務に必要な知識やノウハウを習得できるような人材育成制度を構築するとともに、適性のある人材を確保すること。

３　行政システム改革について

（３）津久井やまゆり園での事件を踏まえ、指定管理者制度について全般的な検証を行うこと。

（５）庶務事務システム、会計システム、財産管理システムについて、早急に不具合の原因を明らかにし、効率よく仕事ができる環境を整備すること。

　　　また、給与事務センターの業務見直しに伴い、各所属に必要な人員配置を行うこと。

（６）文書管理システムにより、簡易な事務に負担が生じている。柔軟な運用を図ること。

Ⅴ　雇用と年金の接続について

１　60歳以降の雇用のあり方について

人事院の意見の申出を踏まえ、着実に定年を延長し、生活が成り立つ賃金とモチベーションが維持できる労働条件を確立すること。

２　再任用制度について

（６）人事評価については、県労連で確認したとおり、実施後の検証をきちんと行い、必要な改善を行うこと。

Ⅵ　公正労働基準の確立について

１　臨時的任用職員・非常勤職員・再任用職員について
（１）地方公務員法及び地方自治法の改正趣旨を踏まえ、適正な任用、賃金・労働条件の改善を図るため、会計年度任用職員制度について早急に協議の進展を図ること。

（11）日々雇用職員にパソコンを配備し、ＩＤを付与すること。

（12）日々雇用職員の特別休暇を有給化すること。

２　自治体最低賃金および公契約条例の制定について

（１）公共サービス基本法の趣旨を活かすため、公契約条例を早期に制定すること。

（２）「指定管理」を含め、委託料の積算にあたっては、人件費の単価を県職員の平均賃金とすること。

Ⅶ　ノーマライゼーションの推進について

２　職場環境の整備について

（１）加齢等による障害の進行等により、当事者が「合理的配慮」を求めた場合は、法の精神に従い誠実に対応すること。

（３）今後、システムの導入・改善にあたっては、「情報バリアフリーガイドライン」に基づき行うよう徹底し、必要なバックアップ体制等の整備に努めること。

（５）電話交換業務を廃止又は委託することなく、視覚障害を持つ電話交換職員の職場を確保すること。

（８）本庁舎駐車場の舗装を整備し、入口に車椅子用スロープや手すり等を設置すること。

３　障害者をめぐる社会環境の整備について

（２）インクルーシブな社会の実現に向け、個別の障害者の就労支援にとどまらず、事業者が障害者雇用に意欲を示すよう、障害の種類に応じて必要な支援内容や類似事業所における対応事例などの情報提供に努めるなど、障害者支援施策の充実を図ること。

（３）国における障害者雇用率の水増しと同様に、本県においても算定基礎となる障害者数の認定が不適正だったことが判明している。

その原因を明らかにするとともに、労働組合はもとより、障害者団体等と今後の障害者雇用のあり方について、協議する場を設けること。
２０１８県労連確定闘争日程
10月26日　副知事回答交渉

10月29日　県労連幹事団交渉①

11月 2日　支部代交渉
　　　　　　自治労県職労総決起集会　18時30分～県労連会議室

11月 8日　県労連幹事団交渉②

　　　　　　県労連総決起集会　18時30分～県民ホール小ホール
11月12日　決議文手交
11月14日　県労連最終交渉
　　　　　　　拡大評議委員会
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